
板橋区 
男女平等に関する意識・実態調査報告書 

 

 

 

板橋区では、男女平等参画に関する区民及び事業所の現状や意識等を把握し、「男女平等参画

社会実現のための板橋区行動計画 いたばしアクティブプラン２０２５」策定の基礎資料とす

ることを目的として、「男女平等に関する意識・実態調査」を実施しました。 

この冊子は、「男女平等に関する意識・実態調査」の主な結果をまとめたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年１１月 

板 橋 区 

✥ 調査の概要 

 区民調査 事業所調査 

調査対象 
区内在住の 18 歳以上の区民

2,000 人 

区内の従業員５人以上の事業所

1,000 か所 

抽出方法 住民基本台帳より無作為抽出 無作為抽出 

調査方法 郵送配布・郵送またはインターネットでの回収 

調査期間 令和元年６月 17日～７月８日 

回収結果 
有効回収数：741票 

有効回収率：37.1％ 

有効回収数：311票 

有効回収率：31.1％ 

 

概要版 
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【区民調査】 回答者の属性 
 

      ＜性 別＞                   ＜年 齢＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ＜婚姻状況＞                 ＜家庭の就労状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ＜同居人＞                 ＜育児・介護の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.9（14人）

4.5（33人）

6.9（51人）

6.9（51人）

8.6（64人）

7.2（53人）

10.1（75人）

8.4（62人）

8.9（66人）

7.4（55人）

9.6（71人）

19.7（146人）
0.0（0人）

0% 5% 10% 15% 20%

18・19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳以上

無回答

全体(n=741)

62.3（462人）

37.8（280人）

17.8（132人）

7.4（55人）

1.5（11人）

1.2（9人）

1.3（10人）

17.0（126人）

0.1（1人）

0% 20% 40% 60% 80%

配偶者・パートナー

子ども

親（実親・義親）

兄弟・姉妹

祖父母

孫

その他

同居者はいない（単身）

無回答

全体(n=741)

5.7（42人）

6.6（49人）

11.5（85人）

6.7（50人）

65.2（483人）

9.9（73人）

0% 20% 40% 60% 80%

３歳未満の子ども

３歳～就学前の子ども

小・中学生

介護・介助を必要とする人

上記に当てはまる家族はいない

無回答

全体(n=741)

結婚している

62.9%（466人）
結婚後、離別・

死別した

9.4%（70人）

結婚していない

27.4%（203人）

無回答

0.3%（2人）

全体

741 共働き

54.7%（255人）

自分だけが働

いている

12.9%（60人）

配偶者（パート

ナー）だけが働

いている

15.0%（70人）

自分も配偶者

（パートナー）も

働いていない

13.9%（65人）

その他

2.6%（12人）
無回答

0.9%（4人）

全体

466

男性

44.9%

（333人）
女性

54.5%

（404人）

どちらとはいえ

ない

0.1%（1人）

無回答

0.4%（3人）

全体

741



 ● 男女平等に関する意識について 

❖ 各分野における男女の地位の平等感 
 

 

 
 『学校教育』では“平等”が７割弱ですが、『政治の場』『社会通念、慣習、しきたり』では“男性の方

が優遇されている”が８割弱です。社会全体の傾向としても、３人に２人が“男性の方が優遇されてい

る”と感じています。 

 『家庭生活』『法律や制度の上』『自治会やＮＰＯなど地域活動』では、女性で“男性の方が優遇されて

いる”が“平等”を上回っているのに対し、男性では“平等”が“男性の方が優遇されている”を上回

っており、男女で意識の違いが見られます。 

女性のほうが非常

に優遇されている

3.0

1.1

0.7

0.4

1.3

0.7

0.8

1.3

どちらかといえば、女性

のほうが優遇されている

11.7

5.1

3.9

2.4

7.2

3.4

3.9

8.0

男女の地位は

平等になっている

40.5

30.4

67.9

16.7

42.4

16.1

50.6

20.9

どちらかといえば、男性

のほうが優遇されている

34.7

47.1

18.5

45.9

35.2

54.0

33.9

56.7

男性のほうが非常

に優遇されている

7.7

12.0

2.0

31.2

10.1

21.9

5.5

10.4

無回答

2.4

4.3

7.0

3.4

3.8

4.0

5.3

2.7

総数=741 単位:％

女性の方が優遇されている 男性の方が優遇されている 

家庭生活では 

職場では 

学校教育では 

政治の場では 

法律や制度の上では 

社会通念、慣習、しき
たりでは 

自治会やＮＰＯなど
地域活動では 

社会全体の傾向とし
ては 

家庭生活では 

職場では 

学校教育では 

政治の場では 

法律や制度の上では 

社会通念、慣習、しきたりでは 

自治会やＮＰＯなど地域活動では 

社会全体の傾向としては 

女性のほうが非常

に優遇されている

2.2

3.9

0.7

1.5

0.2

1.2

0.0

0.9

0.2

2.7

0.0

1.5

0.2

1.5

0.0

3.0

どちらかといえば、女性

のほうが優遇されている

10.9

12.6

4.0

6.3

2.0

6.3

1.2

3.9

3.7

11.4

1.2

6.0

1.5

6.9

5.0

11.7

男女の地位は

平等になっている

33.9

48.3

27.5

34.2

65.3

70.6

12.1

22.5

36.6

49.5

13.6

19.2

44.6

58.0

18.3

24.3

どちらかといえば、男性

のほうが優遇されている

38.9

30.0

48.0

45.9

22.8

13.5

47.5

44.1

41.1

27.9

53.2

55.3

39.9

26.4

60.6

52.0

男性のほうが非常

に優遇されている

11.4

3.3

15.3

7.8

2.7

1.2

35.9

24.9

13.9

5.4

27.2

14.7

7.4

3.3

13.1

6.6

無回答

2.7

1.8

4.5

4.2

6.9

7.2

3.2

3.6

4.5

3.0

4.7

3.3

6.4

3.9

3.0

2.4

女性(404)

男性(333)

女性(404)

男性(333)

女性(404)

男性(333)

女性(404)

男性(333)

女性(404)

男性(333)

女性(404)

男性(333)

女性(404)

男性(333)

女性(404)

男性(333)

単位:％
女性の方が優遇されている 男性の方が優遇されている 

全体＝741 

3 
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賛成

4.6

8.4

どちらかと

いえば賛成

23.2

27.4

どちらかと

いえば反対

31.2

27.5

反対

21.7

15.5

わから

ない

17.4

18.9

無回答

1.9

2.2

今回調査(741)

前回調査(806)

単位:％

反対 賛成 

❖ 固定的性別役割分担意識についての賛否 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❖ 家庭における役割分担 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 多くのことがらについて、女性は「主に自分」が最も多くなっているのに対して、男性は「主に配偶

者（またはパートナー）」が最も多くなっており、家庭における役割が女性に集中していることがわ

かります。 

 この傾向は、結婚の有無や世帯の働き方を問わず同様です。 

 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という男女の役割分担の考え方については、反対派

が５割強、賛成派は３割弱となっています。反対派は若年の女性で特に多くなっているとともに、

回答者全体に占める反対派の割合は拡大傾向にあります。 

ごみ出し 

日常の買い物 

町会・自治会などの地域活動 

育児や子どものしつけ 

収入を得る 

家計の管理 

食事のしたく、調理 

洗濯 

掃除 

主に自分

23.3

60.4

60.6

33.3

77.2

21.9

69.6

27.0

71.8

25.8

49.5

44.4

71.3

24.0

31.7

23.1

30.4

3.9

主に配偶者
（またはパートナー）

37.1

3.0

12.1

33.3

3.2

45.9

5.7

33.3

4.0

39.9

20.5

17.4

3.2

34.5

10.9

16.2

1.2

15.3

主にその
他の家族

4.7

4.2

6.4

11.4

7.7

14.7

5.9

10.8

6.9

12.6

7.4

9.3

7.4

10.2

6.7

9.0

3.0

3.0

家族で分担
している

26.5

26.1

16.6

17.4

9.4

15.3

17.1

26.1

16.1

19.5

20.8

27.0

15.6

28.8

6.9

10.5

16.1

24.3

家族以外（行政や民間
のサービスを含む）

0.5

0.9

0.0

0.0

1.0

0.3

0.2

0.0

0.2

0.0

0.5

0.0

0.5

0.0

0.2

0.6

0.0

0.3

行っていない

4.0

2.7

1.7

2.7

0.5

0.6

0.2

0.0

0.2

0.0

0.2

0.0

0.7

0.3

39.9

34.8

40.8

43.5

無回答

4.0

2.7

2.5

1.8

1.0

1.2

1.2

2.7

0.7

2.1

1.0

1.8

1.2

2.1

3.7

5.7

8.4

9.6

女性 (404)

男性 (333)

女性 (404)

男性 (333)

女性 (404)

男性 (333)

女性 (404)

男性 (333)

女性 (404)

男性 (333)

女性 (404)

男性 (333)

女性 (404)

男性 (333)

女性 (404)

男性 (333)

女性 (404)

男性 (333)

単位:％
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30分未満

12.1

5.4

35.1

23.4

30分以上１

時間未満

12.1

11.1

30.0

20.1

１時間以上

２時間未満

17.1

16.1

18.6

24.3

２時間以上

３時間未満

21.3

24.3

6.6

13.5

３時間以上

５時間未満

20.3

18.1

3.3

5.7

５時間以上

８時間未満

7.2

7.2

0.6

3.3

８時間以上

7.2

14.4

0.3

3.6

無回答

2.7

3.5

5.4

6.0

平日・女性(404)

休日・女性(404)

平日・男性(333)

休日・男性(333)

単位:％

❖ 家事・育児に携わる平均時間 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ● 仕事について 

❖ 女性が働くことに対する意識 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 家事・育児に携わる１日あたりの平均的な時間について、大半の男性が平日・休日とも２時間未満

にとどまっており、女性が携わる時間を大きく下回っています。 

 平日と休日の平均時間を比較すると、男女とも全体として休日に携わる時間が平日よりも長いとい

う傾向が見られます。 

女性は職業につか

ないほうがよい

0.3

0.6

結婚するまでは職業につくが

結婚後はつかないほうがよい

1.1

2.7

子どもができたら、職業

につかないほうがよい

3.1

7.8

子どもができたら一時やめて、

子どもに手がかからなくなったら

また職業につくほうがよい

44.8

44.2

結婚しても、子どもができて

も職業は続けるほうがよい

37.9

29.8

その他

10.1

6.3

無回答

2.7

8.6

今回調査(741)

前回調査(806)

単位:％

 育児期に就業を中断するという意識が、結婚・出産にかかわらず就業を継続するという意識より

も優勢となっています。 

 前回調査から今回調査にかけて、結婚・出産にかかわらず就業を継続するという意識が強くなっ

ています。また、板橋区では育児期に就業を中断することを望ましいとする意識が強いことが見

受けられます。 

女性は職業につ

かないほうがよい

0.3

3.3

1.0

結婚するまでは職業につ

くが結婚後はつかないほ

うがよい

1.1

4.7

3.2

子どもができたら、職

業につかないほうが

よい

3.1

8.4

7.0

子どもができたら一時やめて、

子どもに手がかからなくなったら

また職業につくほうがよい

44.8

26.3

29.2

結婚しても、子どもが

できても職業は続け

るほうがよい

37.9

54.2

51.7

その他

10.1

1.5

3.6

わからない

1.6

4.4

無回答

2.7今回調査(741)     

全国調査(3,059)   

東京都調査(1,821)

単位:％

※選択肢の表現はそれぞれの調査で一部異なる。今回調査では「わからない」なし。 
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❖ 再就職や起業を希望する女性に必要な配慮や支援 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ● あらゆる分野における女性の活躍推進について 

❖ 区の審議会委員、区職員の管理職の女性割合についての考え方 
 

 

 

 

 

 

 

  

 「子育て支援、保育・介護サービスなどの充実」が 39.8％で最も多く、「個別の状況に応じた柔軟な勤

務形態の導入」（34.4％）、「出産・育児などで退職した場合の同一企業への再雇用制度の充実」（27.9％）

が続きます。就業に直接関係する支援に限らず、子育てや保育、介護サービスといった女性の就業を支

える福祉サービスが重視されていることがわかります。 

 区審議会委員、区職員の管理職に占める女性割合について、「今のままがちょうどよい」という回答は１

割未満であり、「もう少し増えたほうがよい」と「男女半々まで増えたほうがよい」と「男性を上回るほ

ど女性が増えたほうがよい」の合計が区審議会委員、区職員の管理職のいずれも７割強に達しています。

回答者の多くが現在よりも女性の割合が増えることを希望していることがわかります。 

37.9

33.4

25.2

27.2

21.0

15.3

12.4

10.9

11.4

9.9

7.7

1.5

17.3

42.3

35.4

30.9

23.1

24.3

18.0

14.1

10.2

9.3

9.3

9.6

3.0

10.5

0% 20% 40% 60%

女性(n=404) 男性(n=333)

39.8

34.4

27.9

25.4

22.7

16.7

13.2

10.5

10.4

9.6

8.5

2.3

14.2

0%20%40%60%

子育て支援、保育・

介護サービスなどの充実

個別の状況に応じた柔軟な勤務形態

（在宅勤務や短時間勤務など）の導入

出産・育児などで退職した場合の

同一企業への再雇用制度の充実

再就職希望者への情報提供

気軽に相談できる窓口の設置

男性の家事・育児・介護への参画

企業における事業所内の

託児施設の整備

家事・保育・介護サービスに関する

情報提供の充実

再就職や起業支援のための

セミナーなどの充実

キャリアアップや能力向上のための

学習機会の提供

女性の自立意識・職業意識等の育成

その他

無回答

全体(n=741)

子育て支援、保育・介護サービス
などの充実 

企業における事業所内の託児施
設の整備 

家事・保育・介護サービスに関す
る情報提供の充実 

再就職や起業支援のためのセミ
ナーなどの充実 

キャリアアップや能力向上のため
の学習機会の提供 

今のままがち

ょうどよい

4.7

3.1

もう少し増え

たほうがよい

35.9

38.5

男女半々まで増

えたほうがよい

32.5

31.6

男性を上回るほど女性

が増えたほうがよい

1.8

2.0

男性がもっと増

えたほうがよい

0.1

0.1

わから

ない

22.5

21.9

無回答

2.4

2.8

区審議会委員に

占める女性の割合

区管理職に占める

女性の割合

総数=741 単位:％

区審議会委員に占
める女性の割合 

区管理職に占める
女性の割合 

全体=741 
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● ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

❖ 「仕事」「家庭生活」「地域・個人の生活」の優先度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 希望  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現実  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 「仕事」「家庭生活」「地域・個人の生活」の優先度について、仕事と家庭生活をともに優先したい

という回答が３割強となっていますが、現実に仕事と家庭生活を優先しているのは全体の２割強に

とどまっています。一方、仕事を優先したいという回答は１割未満ですが、現実には全体の３割強

が仕事を優先しています。 

 『希望』と『現実』が一致（同じ選択肢を回答）しているのは４割弱であり、全体として優先度が

一致していない状況がうかがえます。 

仕事を

優先

5.7

3.7

8.1

家庭生活

を優先

19.8

23.0

15.9

地域・個人の

生活を優先

4.0

3.0

5.4

仕事と家庭生活

をともに優先

33.5

33.9

33.0

仕事と地域・個人の

生活をともに優先

5.8

5.9

5.7

家庭生活と地域・個人

の生活をともに優先

9.6

9.7

9.0

仕事と家庭生活と地域・

個人の生活をともに優先

15.8

15.1

16.8

わから

ない

3.2

3.2

3.3

無回答

2.6

2.5

2.7

全体(741)

女性(404)

男性(333)

単位:％

仕事を

優先

31.7

23.0

42.3

家庭生活

を優先

22.7

31.7

11.4

地域・個人の

生活を優先

3.0

2.0

4.2

仕事と家庭生活

をともに優先

21.1

21.0

21.3

仕事と地域・個人の

生活をともに優先

3.5

3.5

3.6

家庭生活と地域・個人

の生活をともに優先

4.3

3.7

4.8

仕事と家庭生活と地域・

個人の生活をともに優先

5.4

6.2

4.5

わから

ない

5.4

5.4

5.4

無回答

3.0

3.5

2.4

全体(741)

女性(404)

男性(333)

単位:％

仕事を

優先

5.7

8.9

4.4

31.7

25.5

29.6

家庭生活

を優先

19.8

25.5

15.7

22.7

30.5

21.3

地域・個人の

生活を優先

4.0

3.8

9.3

3.0

4.6

5.6

仕事と家庭生活

をともに優先

33.5

30.5

21.9

21.1

21.6

17.6

仕事と地域・個人の

生活をともに優先

5.8

4.7

7.4

3.5

3.2

6.1

家庭生活と地域・個人

の生活をともに優先

9.6

9.7

12.2

4.3

8.0

6.8

仕事と家庭生活と地域・

個人の生活をともに優先

15.8

15.4

24.7

5.4

5.3

6.7

わから

ない

3.2

1.4

4.4

5.4

1.3

6.4

無回答

2.6

3.0

今回調査(741)

全国調査(3,059)

東京都調査(1,821)

今回調査(741)

全国調査(3,059)

東京都調査(1,821)

単位:％

希望  

現実 

 『希望』について、今回調査の「家庭生活を優先」は全国調査を５ポイント、「仕事と家庭生活と地

域・個人の生活をともに優先」は東京都調査を８ポイント下回っています。一方、今回調査の「仕

事と家庭生活をともに優先」は東京都調査を 11 ポイント上回っています。 

 『現実』について、今回調査の「仕事を優先」は全国調査を６ポイント上回っているのに対し、「家

庭生活を優先」は全国調査を７ポイント下回っています。 
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❖ 仕事と生活の調和を図る上で必要なこと 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 男性に必要なこととしては、「長時間労働を削減する」が 47.1％で最も多く、「職場や上司の理

解・協力」（43.0％）、「育児・介護休業制度を利用しても不利にならない人事評価制度をつくる」

（32.8％）、「短時間勤務や在宅勤務など、柔軟な働き方を整備する」（30.8％）が続きます。 

 女性に必要なこととしては、「職場や上司の理解・協力」が 40.5％で最も多く、「短時間勤務や

在宅勤務など、柔軟な働き方を整備する」（39.4％）、「育児・介護休業制度を利用しても不利に

ならない人事評価制度をつくる」（36.8％）、「長時間労働を削減する」（30.0％）が続きます。 

 男性に向けては主に労働時間の見直しが、女性に向けては主に柔軟な働き方や福祉サービスの

充実が求められていることがわかります。 

30.0

40.5

36.8

39.4

16.9

25.5

26.2

21.5

1.3

0.7

1.2

1.9

7.0

0% 20% 40% 60%

（２）女性に必要なこと

47.1

43.0

32.8

30.8

21.3

21.2

16.7

15.8

1.6

0.8

1.3

2.6

5.7

0%20%40%60%

長時間労働を削減する

職場や上司の理解・協力

育児・介護休業制度を利用しても

不利にならない人事評価制度をつくる

短時間勤務や在宅勤務など、

柔軟な働き方を整備する

「男は仕事、女は家庭」という

社会通念を改める

育児・介護休業時の経済的補償を

充実する

保育・介護の施設やサービスを

充実する

家族の理解・協力

その他

仕事と生活の調和を図る必要性を

感じない

特にない

わからない

無回答

（１）男性に必要なこと

育児・介護休業制度を利用しても不利
にならない人事評価制度をつくる 

短時間勤務や在宅勤務など、柔軟な働
き方を整備する 

「男は仕事、女は家庭」という社会通
念を改める 

育児・介護休業時の経済的補償を充実
する 

保育・介護の施設やサービスを充実す
る 

仕事と生活の調和を図る必要性を感
じない 
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 ●  防災について 

❖ 防災分野で男女共同参画の視点を活かすために重要なこと 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ● 女性の生涯を通じた健康づくりのための支援策について 

❖ 女性の生涯を通じた健康を考える上で必要なこと 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

65.3

32.9

25.5

23.8

18.6

14.1

0.7

10.9

4.2

70.6

30.6

28.5

25.8

18.9

18.3

1.5

8.7

2.1

0% 20% 40% 60% 80%

女性(n=404) 男性(n=333)

67.6

31.8

26.9

24.6

18.9

16.2

1.1

9.9

3.4

0%20%40%60%80%

男女のニーズの違いなど男女双方の

視点に配慮した避難所運営を行う

防災分野での固定的な性別役割

分担意識を見直す

地域防災計画や災害に関する各種

対応マニュアルなどに男女共同…

委員会や会議など防災分野の政策・

方針決定過程へ、より多くの女性が…

日頃から、地域の組織において

女性の参画を推進しリーダーと…

災害や防災における男女の

参画について啓発を進める

その他

わからない

無回答

全体(n=741)

男女のニーズの違いなど男女双方の視
点に配慮した避難所運営を行う 

防災分野での固定的な性別役割分担意
識を見直す 

災害や防災における男女の参画について
啓発を進める 

 「男女のニーズの違いなど男女双方の視点に配慮した避難所運営を行う」が 67.6％で最も多く、

「防災分野での固定的な性別役割分担意識を見直す」（31.8％）、「地域防災計画や災害に関する各

種対応マニュアルなどに男女共同参画の視点を反映する」（26.9％）が続きます。 

 「健康について気になることがあった時に気軽に相談できる窓口の充実」が 49.8％で最も多く、

「性や妊娠・出産についての情報提供・相談体制の充実」（47.0％）、「婦人科系疾患の健診受診の

啓発」（45.6％）、「女性の健康についての幼少期からの教育」（45.1％）が続きます。 

53.5

47.3

49.5

49.0

37.6

33.9

28.0

28.5

2.5

0.7

4.5

0.7

45.6

45.9

40.8

39.6

32.4

30.9

23.7

21.3

4.2

1.8

8.7

1.5

0% 20% 40% 60%
女性(n=404) 男性(n=333)

49.8

47.0

45.6

45.1

35.5

32.5

26.3

25.2

3.2

1.2

6.3

1.1

0%20%40%60%

その他

特に必要なことはない

わからない

無回答

全体(n=741)

性や妊娠・出産についての情報提供・相談体

制の充実 

健康について気になることがあった時に気

軽に相談できる窓口の充実 

婦人科系疾患（子宮がん・乳がんなど）の健

診受診の啓発 

女性の健康（女性ホルモン・月経など）につ

いての幼少期からの教育 

喫煙や薬物等、健康への害についての情報

提供・相談体制の充実 

更年期についての情報提供・相談体制の充実 

性感染症（カンジタ症、クラミジア感染症な

ど）についての情報提供 

女性が自分の身体や性に関することを自分
で決める権利（リプロダクティブ・ヘルス／
ライツ）に関する教育・学習の充実 
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● ＤＶ について 
 

❖ ＤＶの被害経験と意識 
 

 

 

 

 

 

 被害経験  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 意識  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 配偶者（パートナー）や交際相手から「大声でどなられた」ことがあるという回答が２割強です。

回答者の３人に１人は、何らかの暴力被害を受けたことがあることがわかりました。 

 “身体的暴力”に比べて、“精神的暴力”についてはＤＶであるという認識が定着していないものも

みられます。 

何度もある

（あった）

3.1

1.6

1.2

8.4

3.8

1.8

0.3

3.1

2.4

１、２度ある

（あった）

8.0

3.6

4.7

16.1

10.9

4.0

0.8

7.4

1.8

まった

くない

83.3

87.2

86.2

68.6

77.3

86.4

91.2

82.6

88.4

無回答

5.7

7.6

7.8

7.0

8.0

7.8

7.7

6.9

7.4

総数=741 単位:％

あった 

あなたもしくはあなたの家族に危害を加えられる
のではないかと恐怖を感じるような脅迫を受けた 

なぐったり、けったり、物を投げつけたり、突き飛
ばしたりするなどの身体に対する暴力を受けた 

いやがっているのに性的な行為を強要された 

大声でどなられた 

交友関係や電話・メールを細かく監視された 

何を言っても長時間無視し続けられた 

見たくないのに、アダルトビデオやポルノ雑誌を
見せられた 

「だれのおかげで、お前は食べていられるんだ」な
どと、人格を傷つけられるようなことを言われた 

生活費を渡されなかった 

ＤＶだ

と思う

60.6

57.8

56.7

40.2

36.2

42.4

46.6

52.5

45.3

ＤＶだと

思わない

4.3

6.1

6.1

24.3

26.2

19.6

15.1

10.8

16.9

無回答

35.1

36.2

37.2

35.5

37.7

38.1

38.3

36.7

37.8

総数=741
単位:％

あなたもしくはあなたの家族に危害を加えられるの
ではないかと恐怖を感じるような脅迫を受けた 

なぐったり、けったり、物を投げつけたり、突き飛
ばしたりするなどの身体に対する暴力を受けた 

大声でどなられた 

交友関係や電話・メールを細かく監視された 

何を言っても長時間無視し続けられた 

見たくないのに、アダルトビデオやポルノ雑誌を見
せられた 

「だれのおかげで、お前は食べていられるんだ」な
どと、人格を傷つけられるようなことを言われた 

生活費を渡されなかった 

いやがっているのに性的な行為を強要された 

全体＝741 

全体＝741 
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❖ 相談した相手（場所）、相談しなかった理由 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相談先  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相談しなかった理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 被害者の４割強は、被害を相談しなかったと回答しています。相談先は友人・知人（被害者全体

の 30.1％）や家族や親せき（被害者全体の 25.3％）に集中しています。 

 相談しなかった理由については、「相談するほどのことではないと思ったから」が 60.4％で最も

多く、「自分さえがまんすれば、なんとかこのままやっていけると思ったから」（18.0％）、「自分

にも悪いところがあると思ったから」（16.2％）、「相談してもむだだと思ったから」（15.3％）が

続きます。 

30.1

25.3

6.0

4.0

1.6

1.2

0.8

0.8

0.4

0.0

3.2

5.6

39.06.4

0% 10% 20% 30% 40%

友人・知人

家族や親せき

職場の人

警察

民間の機関（弁護士、法テラス、民間シェルター、ＮＰＯなど）

東京都女性相談センター、東京ウィメンズプラザなど

裁判所

民生・児童委員

その他

相談したかったが、できなかった

相談しようとは思わなかった

無回答

全体(n=249)

区役所（男女平等推進センター、福祉事務所、健康福祉センターな
ど） 

板橋区配偶者暴力相談支援センター（いたばしＩ（あい）ダイヤル） 

60.4

18.0

16.2

15.3

13.5

9.9

8.1

8.1

4.5

0.9

3.6

1.8

0% 20% 40% 60% 80%

相談するほどのことではないと思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相談してもむだだと思ったから

相談する人がいなかったから、相談できるところがなかったから

他人を巻きこみたくなかったから

だれ（どこ）に相談してよいかわからなかったから

子どもに危害がおよぶと思ったから

その他

無回答

全体(n=111)

自分さえがまんすれば、なんとかこのままやっていけると思ったから 

恥ずかしくてだれにも言えなかったから、世間体が悪いと思ったから 

相談したことがわかると、仕返しや、もっとひどい暴力を受けると思
ったから 
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● 性的マイノリティについて 
 

❖ 性的マイノリティの認知 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❖ 性の多様性を認め合う社会構築のための取組についての認識 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 「言葉も、その内容も知っていた」が

63.3％で最も多く、「言葉があること

は知っているが、内容はよく知らな

かった」が 19.4％であり、全体の

82.7％が言葉の存在を知っているこ

とがわかります。 

必要

だと思う

39.8

44.6

60.3

64.8

47.1

41.9

31.7

23.3

34.2

50.0

47.7

27.1

31.5

36.9

22.5

やや必要

だと思う

21.9

23.3

27.6

18.3

30.9

27.0

20.0

16.4

20.4

25.0

15.9

32.2

22.2

18.5

11.3

あまり必要

だと思わない

9.9

7.7

3.4

4.2

8.8

9.5

10.0

9.6

12.6

5.0

13.6

13.6

14.8

12.3

14.1

必要だと

思わない

3.5

0.7

0.0

0.0

0.0

1.4

0.0

2.7

6.9

2.5

4.5

11.9

0.0

4.6

14.1

わから

ない

21.1

19.3

8.6

11.3

10.3

16.2

33.3

35.6

22.8

17.5

18.2

15.3

24.1

23.1

33.8

無回答

3.9

4.5

0.0

1.4

2.9

4.1

5.0

12.3

3.0

0.0

0.0

0.0

7.4

4.6

4.2

全体(741)      

女性全体(404)

29歳以下( 58) 

30歳代( 71)    

40歳代( 68)    

50歳代( 74)    

60歳代( 60)    

70歳以上( 73) 

男性全体(333)

29歳以下( 40) 

30歳代( 44)    

40歳代( 59)    

50歳代( 54)    

60歳代( 65)    

70歳以上( 71) 

単位:％

 「必要だと思う」が 39.8％、「やや必要だと思う」が 21.9％であり、取組が必要だと意識している回

答者が６割強を占めています。「必要だと思う」と「やや必要だと思う」は、若年の回答者を中心に割

合が高くなっているほか、男性に比べて女性の割合が高くなっています。 

言葉も、その内

容も知っていた

63.3%

言葉があること

は知っている

が、内容はよく

知らなかった

19.4%

言葉があること

を知らなかった

15.2%

無回答

2.0%

全体

741
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● 男女共同参画社会の実現に向けた取組について 
 

❖ 男女共同参画社会を実現するために区が力を入れるべきこと 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 「育児や介護を支援する施設・サービスの充実」が 32.1％で最も多く、「すべての人が働きやすい職

場をつくるための企業への啓発」（30.8％）、「気軽に相談できる体制づくり」（23.1％）、「男女共同参

画に関する情報の提供や意識の啓発」（22.4％）が続きます。 

35.9

33.4

24.8

22.0

20.0

21.5

9.4

9.4

9.7

8.7

8.9

5.7

4.5

3.2

0.5

4.7

6.7

27.6

27.6

21.0

22.8

23.7

19.8

13.2

13.2

9.0

10.2

9.3

6.0

6.9

5.4

2.7

6.3

7.5

0% 10% 20% 30% 40%

女性(n=404) 男性(n=333)

32.1

30.8

23.1

22.4

21.9

20.6

11.1

11.1

9.3

9.3

9.0

5.9

5.7

4.2

1.6

5.4

7.2

0%10%20%30%40%

育児や介護を支援する施設・

サービスの充実

すべての人が働きやすい職場を

つくるための企業への啓発

気軽に相談できる体制づくり

男女共同参画に関する情報の

提供や意識の啓発

学校における男女平等教育の推進

生涯にわたる男女の健康・生きがい

づくりの推進

人権に関する擁護と、人権を侵害され

た…

区民・企業・行政が一緒に

取り組むための仕組みづくり

区の審議会などに女性を積極的に

登用すること

区の管理職に女性を積極的に

登用すること

男女に関係なく参画しやすい地域

活動やボランティア活動の促進

板橋区男女平等参画基本条例の周知

男女共同参画に関する実践的な

区民講座などの充実

板橋区男女平等参画苦情処理委員会

の…

その他

わからない

無回答

全体(n=741)

育児や介護を支援する施設・サービスの
充実 

すべての人が働きやすい職場をつくる
ための企業への啓発 

男女共同参画に関する情報の提供や意
識の啓発 

人権に関する擁護と、人権を侵害された
被害者を支援するための取組 

生涯にわたる男女の健康・生きがいづく
りの推進 

区民・企業・行政が一緒に取り組むため
の仕組みづくり 

区の審議会などに女性を積極的に登用
すること 

男女に関係なく参画しやすい地域活動
やボランティア活動の促進 

区の管理職に女性を積極的に登用する
こと 

板橋区男女平等参画苦情処理委員会の
周知と苦情受付体制の一層の充実 

男女共同参画に関する実践的な区民講
座などの充実 
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❖ 男女平等に関する用語の認知度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 男女平等参画に関する法律や言葉について、『男女雇用機会均等法』では「内容まで知っている」が

54.0％、『ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）』（39.0％）、『配偶者暴力防止法（ＤＶ防

止法）』（35.4％）では４割弱となっています。 

 『板橋区男女平等参画基本条例』『東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を

目指す条例』『ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）』では「知らない」が７割弱から７割台半ばとなっ

ているなど、多くの言葉について内容の理解が進んでいないことがわかります。 

内容まで

知っている

15.7

54.0

35.4

11.5

5.1

3.6

2.2

9.6

28.2

39.0

9.0

9.6

聞いたことはあるが、

内容は知らない

42.4

37.2

46.3

41.4

31.4

27.0

26.7

23.6

22.5

28.9

24.4

12.0

知らない

39.5

6.9

15.4

43.5

60.5

66.9

68.7

63.4

46.8

29.6

63.8

75.2

無回答

2.4

1.9

3.0

3.6

3.0

2.4

2.4

3.4

2.4

2.6

2.7

3.2

総数=741
単位:％

男女共同参画社会基本法 

男女雇用機会均等法 

配偶者暴力防止法（ＤＶ防止法） 

女性活躍推進法 

政治分野における男女共同参画の推進に関する法
律 

東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の
理念の実現を目指す条例 

板橋区男女平等参画基本条例 

性別役割分担意識 

デートＤＶ（結婚前の恋人間の暴力） 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

ジェンダー・ギャップ指数 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

全体＝741 
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【事業所調査】 回答事業所の属性 
 

      ＜業 種＞                    ＜事業所の性格＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ＜設立からの経過年数＞                 ＜経営形態＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ＜経営者の性別＞                 ＜経営者の年齢＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32.5

13.8

13.8

10.9

10.3

7.4

3.9

1.6

1.0

1.0

0.6

0.3

1.0

1.9

0% 10% 20% 30% 40%

卸売業・小売業

建設業

製造業

サービス業（他に分類されないもの）

医療、福祉

不動産業、物品賃貸業

運輸業

生活関連サービス業、娯楽業

情報通信業

教育、学習支援業

宿泊業、飲食サービス業

金融業・保険業

その他

無回答

全体(n=311)

卸売業・小売業 

建設業 

製造業 

医療、福祉 

不動産業、物品賃貸業 

運輸業 

生活関連サービス業、娯楽業 

情報通信業 

教育、学習支援業 

宿泊業、飲食サービス業 

金融業・保険業 

その他 

無回答 

単独事業所

52.1%
本社・本店

40.2%

支社・支店・

営業所等

6.4%

無回答

1.3%

全体

311

1.3

1.3

5.1

5.1

12.5

10.9

15.1

48.6

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

３年未満

３～５年

６～９年

10～14年

15～19年

20～29年

30～39年

40年以上

無回答

全体(n=311)

３年未満 

３～５年 

６～９年 

10～14 年 

15～19 年 

20～29 年 

30～39 年 

40 年以上 

無回答 

79.1

10.9

8.4

1.0

0.3

0.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

株式会社

有限会社

会社以外の法人

個人経営

相互会社

法人ではない団体

無回答

全体(n=311)

株式会社 

有限会社 

会社以外の法人 

個人経営 

相互会社 

無回答 

男性

92.0%

女性

7.4%

男性、女性にあ

てはまらない

0.6%
無回答

0.0%

全体

311

0.0

0.3

3.2

16.4

25.1

29.6

20.6

4.5

0.3

0% 10% 20% 30% 40%

19歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳以上

無回答

全体(n=311)

19 歳未満 

20～29 歳 

30～39 歳 

40～49 歳 

50～59 歳 

60～69 歳 

70～79 歳 

80 歳以上 

無回答 
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● 女性活躍、女性の登用・雇用について 
 

❖ 女性が活躍するための取組の進み具合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❖ 女性活躍のために行っている取組の内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

進んで

いる

9.3

ある程度進

んでいる

33.8

あまり進ん

でいない

32.5

進んで

いない

22.5

無回答

1.9全体（311）

単位:％
進行している 進行していない 

 女性が活躍するための取組が進行していると考える事業所が４割強であるのに対し、取組が進行して

いないと考える事業所が５割台半ばを占めています。全体として取組が十分に進捗しているとは言え

ない状況です。 

 女性が活躍するための取組が進行していると考える事業所に対して、取組の内容を調査したところ、

「性別によらない人事配置を行っている」が 45.5％、「休憩室、トイレ、更衣室の設置など女性が働

きやすい職場環境を整備している」「育児・介護との両立支援のため、休暇制度などを整備し、活用

を促進している」がそれぞれ 43.3％となっています。 

45.5

43.3

43.3

38.1

24.6

21.6

18.7

11.2

9.0

7.5

6.0

4.5

3.0

1.5

4.5

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

性別によらない人事配置を行っている

休憩室、トイレ、更衣室の設置など女性が働きやすい職場環境を整備している

育児・介護との両立支援のため、休暇制度などを整備し、活用を促進している

採用時の面接・選考担当者に女性を登用している

お茶くみや雑用など男女の役割分担意識に基づく職場慣行を見直している

管理職に女性を積極的に登用している

女性がいない（または少ない）職種について、女性を積極的に採用している

ホームページ等で、活躍している女性従業員を紹介している

女性の活用に関する担当者・責任者の選任など、企業内の体制を整備している

男性管理職、従業員に対して、女性活用の重要性について啓発を行っている

昇進・昇格試験を受験するよう、女性従業員に積極的に奨励する

女性従業員に対し、メンター制度を導入している

その他

無回答

全体(n=134)

従業員の勤務状況に関する評価基準を明確化し、性別にとらわれない考課を行

っている 

女性がいない（または少ない）職種・役職へ女性を配置するために、研修を積

極的に実施している 
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❖ 女性活躍のための取組を進める理由 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❖ 女性を活用する上での問題 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.7

16.4

11.3

9.3

8.7

6.8

5.8

4.5

3.2

2.6

1.0

6.8

29.6

6.8

0% 10% 20% 30% 40%全体(n=311)

 女性が活躍するための取組が進行していると考える事業所に対して、取組を進めている理由を調査し

たところ、「女性従業員の能力を活かしたい」が 60.4％で最も多く、「優秀な人材の確保」（53.7％）、

「トップの方針」「女性従業員の定着率の向上」（それぞれ 35.8％）が続きます。 

 「家事・育児・介護などをしている女性が多いことを考慮する必要がある」が 26.7％、「女性の勤続

年数が平均的に短い」が 16.4％、「女性従業員が昇進・昇格や活躍を望まない」が 11.3％であるなど、

家事・育児・介護をしている女性が多いことを考慮する必要や、勤続年数の短さを問題と認識する事

業所が見られます。一方、全体のほぼ３割は特に問題を意識していません。 

家事・育児・介護などをしている女性が多いことを考慮する必要がある 

女性の勤続年数が平均的に短い 
 
女性従業員が昇進・昇格や活躍を望まない 

一般的に女性は職業意欲が希薄である 

重量物の取扱いや危険有害業務について、法律上の制約がある 

時間外労働、深夜労働が多い 

女性のための就業環境の整備にコストがかかる 

顧客や取引先を含め、社会一般に職業人としての女性への信頼が不十分である 

女性の活用を推進する方法がわからない 

中間管理職の男性や同僚の男性の認識、理解が不十分である 

意思決定者の時間的制約があり手が回らない 

その他 

特にない 

無回答 

60.4

53.7

35.8

35.8

29.1

25.4

19.4

15.7

9.0

4.5

0.7

0.0

0.0

3.0

2.2

0% 20% 40% 60% 80%

女性従業員の能力を活かしたい

優秀な人材の確保

トップの方針

女性従業員の定着率の向上

従業員の意欲向上

労働力不足への対応

企業の社会的責任として

社会的な流れ

企業イメージの向上

女性従業員からの要望

男性従業員からの要望

労働組合からの要望

他社の事例をみて

その他

無回答

全体(n=134)
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❖ 子育て・介護等を支援するための制度の導入状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 『半日・時間単位の有給休暇制度』では「正規従業員に制度がある」「正規・非正規を問わず制度が

ある」の合計が 48.9％、『短時間勤務制度』では 31.1％となっています。雇用形態や有給休暇取得に

柔軟に対応する仕組みを中心として、制度の導入や検討が進んでいます。 

 『テレワーク制度』『事業所内託児施設の設置』『育児・介護サービスの利用に対する経済的補助』

『勤務地・配置転換の配慮』では、「制度はなく、導入予定もない」が５割以上を占めています。 

正規従業員に

制度がある

8.7

5.8

9.3

5.8

12.5

3.9

1.9

16.7

7.4

7.1

5.8

0.6

1.0

3.2

正規・非正規を問

わず制度がある

9.3

8.4

13.5

9.6

18.6

9.0

2.6

32.2

20.6

11.9

21.2

1.3

1.6

6.4

制度はないが、

導入検討中

10.6

11.9

12.2

15.1

15.4

16.7

8.7

12.9

13.2

19.9

19.3

3.2

9.6

7.4

制度はなく、導

入予定もない

43.4

44.1

37.6

41.8

30.2

46.6

56.9

17.4

29.6

29.6

24.4

70.4

58.5

52.7

わから

ない

17.4

17.7

17.0

17.4

14.5

12.2

16.1

9.6

15.8

17.4

15.4

9.6

14.8

16.1

無回答

10.6

12.2

10.3

10.3

8.7

11.6

13.8

11.3

13.5

14.1

13.8

14.8

14.5

14.1

法を上回る育児休業制度

法を上回る介護休業制度

子の看護休暇制度

配偶者出産支援休暇

短時間勤務制度（育児・介護）

フレックスタイム制度

テレワーク制度

半日・時間単位の有給休暇制度

所定時間外労働（残業）の免除制度

事業所内託児施設の設置

勤務地・配置転換の配慮

全体=311
単位:％

就業形態の移行（正規従業員⇔パー

ト・アルバイト） 

育児・介護サービスの利用に対する

経済的補助 

再雇用制度（育児・介護等を理由とし

た退職者の再雇用） 
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知って

いた

43.4

23.2

言葉は聞いたことはある

が、内容は知らなかった

27.0

37.7

知らな

かった

27.0

32.2

無回答

2.6

6.9

今回調査（311）

前回調査（276）

単位:％

● ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 
 

❖ ワーク・ライフ・バランスの認知 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「知っていた」は前回調査では「内容まで知っている」。「言葉は聞いたことはあるが、内容は知らなかった」は

前回調査では「聞いたことはあるが、内容は知らない」。 

 

❖ 仕事と生活の調和を図る上で必要なこと 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 「ワーク・ライフ・バランス」という言葉の内容を知っているのは全体の４割強です。前回調査でワ

ーク・ライフ・バランスの内容まで知っていると回答した事業所は２割強であり、区内事業所におい

てワーク・ライフ・バランスの理解が進みつつあることがわかります。 

 「長時間労働を削減する」が 39.9％で最も多く、「職場や上司の理解・協力」（25.4％）、「短時間

勤務や在宅勤務など、柔軟な働き方を整備する」（18.3％）、「育児・介護休業時の経済的補償を

充実する」（14.8％）が続きます。 

 「長時間労働を削減する」は事業所調査と区民調査（男性に必要なこと）で第１位となっている

ほか、「職場や上司の理解・協力」は事業所調査と区民調査（男性に必要なこと）で第２位、区

民調査（女性に必要なこと）で第１位となっており、事業所・従業員の双方にとって重要な課題

であると認識されていることがわかります。 

39.9

25.4

18.3

14.8

12.9

12.5

10.9

10.9

1.9

1.0

4.8

2.6

27.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

長時間労働を削減する

職場や上司の理解・協力

短時間勤務や在宅勤務など、柔軟な働き方を整備する

育児・介護休業時の経済的補償を充実する

家族の理解・協力

「男は仕事、女は家庭」という社会通念を改める

育児・介護休業制度を利用しても不利にならない人事評価制度をつくる

保育・介護の施設やサービスを充実する

その他

仕事と生活の調和を図る必要性を感じない

特にない

わからない

無回答

全体(n=311)
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かなり多様化

している

5.1%

ある程度多様

化している

15.1%

あまり多様化し

ていない

28.0%

多様化して

いない

46.6%

無回答

5.1%

全体

311

● ダイバーシティについて 

❖ ３年前に比べた多様化の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

● ハラスメント対策について 

❖ ハラスメントに対する取組状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❖ ハラスメント対策の取組内容 
 

 

 

 

 

 

 「かなり多様化している」が 5.1％、「ある程度多様化し

ている」が 15.1％であり、人員構成が多様化していると

感じる事業所が２割となっています。一方、多様化を感

じてない事業所が７割台半ばを占めています。 

 「防止策や対応策など、既になんらかの取組を実施している」が 16.7％、「防止策や対応策など、な

んらかの取組を今後実施予定」が 4.2％であり、全体の２割強の事業所で取組を実施していたり、実

施予定となっています。一方、半数以上の事業所は必要性を感じていません。 

防止策や対応策など、既にな

んらかの取組を実施している

16.7

防止策や対応策など、なん

らかの取組を今後実施予定

4.2

必要性は感じているが、

取組は進んでいない

17.4

取り立てて必要性

は感じていない

52.4

無回答

9.3全体（311）

単位:％

実施している

83.1

30.8

41.5

46.2

20.0

実施を検討中

10.8

27.7

23.1

18.5

26.2

実施予定なし

3.1

30.8

24.6

23.1

38.5

無回答

3.1

10.8

10.8

12.3

15.4

就業規則などにハラスメント禁止を明記

ハラスメントに関する研修・講習などの実施

実態把握のためのアンケートや調査を実施

全体=65 単位:％

ポスター、リーフレット、手引きなど防止の

ための啓発資料を配布または掲示 

事業所内外に相談窓口・担当者、苦情処理機

関などを設置 

 大半の事業所で就業規則へのハラスメント禁止の明記が実施済みとなっています。研修・講習の実施

や相談窓口設置についても、実施もしくは検討中という事業所が多くなっています。 
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